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指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

広報つくば、市ホームページ

後期高齢者医療被保険者に対する人間ドックや健康診査の受診提供
高齢者の低栄養防止対策として､専門職による食生活改善教室の開催
医療費給付等を行うために茨城県後期高齢者医療広域連合へ負担金を納付

継続

後期高齢者医療事務

一部委託

         1.00          1.00          0.90          0.90          1.00

       136.00        136.00        183.00        183.00        136.00

無 無 無 無 無

       7,118        7,134        6,596        6,596        7,165

01-030104-11 後期高齢者医療に要する経費

     6,157.0      4,068.0      5,383.0          0.0          0.0          0.0

   1,916,149    2,009,533    2,059,850            0            0

毎年度

高齢者の医療の確保に関する法律

後期高齢者の健康保持と適切な医療の確保

（Ⅱ-２-①一人ひとりのこころと体の健康づくりの支援）

健康診査受診件数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

     5,700.0      5,800.0      5,900.0      6,000.0      6,100.0      6,200.0

法定受託事務

03すべての人に健康と福祉を

Ⅱ-2 1 1 健康診査、がん検診の受診率の向上

332

活動結果指標

45

保健部医療年金課

後期高齢者医療係

後期高齢者

件

           0    1,960,296    2,080,380    2,190,002    2,227,861

     201,641      201,642      248,116            0            0

      46,398       46,791       50,594            0            0

   1,668,110    1,761,100    1,761,140            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
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方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

　今後も、感染症対策として人数制限を設けていくことから、医療機関健診等での受診勧奨を行う。

　食生活改善教室は10月～１月の４か月間、豊里（一部谷田部）地区及び桜地区の２地区で25人の参加で
各５回開催した。後期高齢者の健康診査として、市で集団健診を開催したほか、医療機関健診、人間ドッ
ク・脳ドック等受診者に対する助成を行った。

拡大・拡充

5

3

4

4

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

やや遅れたが、今年度の事業計画は達成された。

市の関与の必要性が高い事業である。

市民生活への影響等を鑑みて、優先的に取組むことが必要と判断される。

　集団健診は、昨年に引き続き人数制限を設けて実施。人間ドック受診率が増加傾向にある。

　集団健診は、県総合健診協会に委託し実施しているが、県内市町村の時期が固定化されており、毎年変
更が難しい。また、年度当初から実施となり人事異動や繁忙期と重複している。
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　健康寿命の延伸のため、健康診査等の保健事業の充実が必要とされる。受診率向上に向け被保険者への
勧奨や医療機関との連携が重要とされる。

　食生活改善教室の開催にあたり、令和２年度後期高齢者健康診査を受診した75歳以上のBMI21.5以下の方
を抽出し、340人を対象に案内を実施した。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

広報つくば、市ホームページ、チラシ

特になし

特になし

特になし

対象者からの申請に基づき受給者証を交付し、保険適用となる医療費の一部を助成する。
※主体となる県制度に市の単独事業を上乗せして実施

継続

医療福祉費支給事業

補助金（直接）

         3.00          3.00          3.00          3.00          3.00

        19.00        189.00        155.00        195.00        195.00

有 有 有 有 無

      20,397       20,864       20,878       20,975       20,975

01-030105-11 医療福祉費支給に要する経費

 1,635,980.0  1,444,929.0  1,649,243.0          0.0          0.0          0.0

   1,685,477    1,491,598    1,696,868            0            0

毎年度

茨城県医療福祉対策要綱、つくば市医療福祉費支給条
例、つくば市医療福祉費支給条例施行規則　等

対象者の健康保持・増進を図るとともに生活の安定と福祉の向上に寄与する。

医療福祉費支給額

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

         0.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（義務）

03すべての人に健康と福祉を

333

活動結果指標

21 54 57

保健部医療年金課

医療福祉係

小児、ひとり親家庭の母子・父子、妊産婦、重度心身障害者

千円

           0    1,721,690    1,629,362    1,862,274    1,892,877

     646,487      546,595      626,180            0            0

     151,157      135,088      141,589            0            0

     887,833      809,915      929,099            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
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実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

・電子申請の申請状況を検証し、申請範囲の拡大・フォームの構成変更など、更なる利便性の向上を
図る。
・精神障害者保健福祉手帳２級所持者への医療費助成について、引き続き県へ要望していく。

マル福適用により健康の保持・増進を図るとともに経済的な負担軽減を図ることができた。
高校生外来へのマル福対象拡大について、対象者への案内・申請書の送付のほか、ＨＰ・広報誌・ツイッ
ターで周知を行った。また、マル福の受給資格等変更届・受給者証再交付申請・交付状況証明書の電子申
請を開始し、利便性の向上を図った。

拡大・拡充

4

4

-

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

法令等により市の実施が定められている。

法令等により市の実施が定められている。

電子申請について、世帯にいる全受給者一括の申請などの問合せが多かったため、フォームの構成など
検証が必要である。

高校生の外来診療拡大による扶助費増加が見込まれるため、支出状況を注視する必要がある。
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人口増加及び小児マル福の対象拡大により、扶助費の増加が見込まれるため。

医療福祉費支給制度（マル福）の支給対象を令和４年４月診療分から高校生の外来診療まで拡大し（所得
制限なし）、入院診療の所得制限を撤廃するため、条例改正等の手続きを行った。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

広報つくば、市ホームページ、チラシ

法令の規定に基づく法定受託事務と国との協力・連携事務である国民年金適用関係届出、給付関係届出、
国民年金保険料免除申請、国民年金保険料学生納付特例申請の相談、受付業務や広報等を行う。

継続

国民年金事務

補助金（直接）

         3.00          3.00          3.00          3.00          3.00

       913.00        120.00        151.00        151.00        151.00

有 有 有 有 有

      22,597       20,694       20,868       20,868       20,868

01-030106-11 国民年金に要する経費

    17,056.0     11,821.0     11,019.0          0.0          0.0          0.0

       6,537        9,595        9,633            0            0

毎年度

国民年金法

国民年金制度への信頼確保及び理解と関心を高め、社会保障制度の適正運用を図る。

国民年金に関する届出書受付件数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

         0.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

法定受託事務

03すべての人に健康と福祉を

334

活動結果指標

保健部医療年金課

国民年金係

20歳～65歳の国民年金の方、国民年金受給者

件

           0       10,569       10,319       10,247       10,247

       6,537        9,595        9,633            0            0

           0            0            0            0            0

           0            0            0            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
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指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

・国民年金関係届出書を提出する際の期限や添付書類等について、市ホームページや広報つくば等で周知
を行い、引き続き市民の理解を深める。
・将来無年金にならないよう未加入者と納付困難者に対して免除制度の周知を行う。

市ホームページ掲載内容を全体的に見やすくリニューアルした。
国民年金に関する届け出(提出の指定のあるもの・補正の必要なものを除いて)受理日から14日以内に年金
事務所に進達ができた。

継続

4

4

-

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

法令等により市の実施が定められている。

法令等により市の実施が定められている。

国民年金に関する届出書受付時において、書類漏れ等で再来庁を要請しなければならない場合がある。

日本年金機構、土浦年金事務所とより一層連携を行っていく。
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-

国民年金制度の理解を深めてもらえるよう市ホームページのリニューアルや広報つくば等で周知をおこな
った。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

広報つくば、市ホームページ

被保険者からの各種申請書の受付、被保険者証等の交付及び納入通知書発行等による収納事務の執行。

継続

後期高齢者医療事務

一部委託

         1.80          1.80          1.30          1.30          1.80

       594.00        594.00        304.00        304.00        594.00

有 有 有 有 無

      13,672       13,699        9,623        9,623       13,745

05-010101-11 後期高齢者医療事務に要する経費

        98.5         99.0         99.2          0.0          0.0          0.0

      17,311       18,687       20,461            0            0

毎年度

高齢者の医療の確保に関する法律

後期高齢者に適切な医療を確保し、健康の増進を図る。

現年度普通徴収保険料収納率（収納額/調定額）

現年度分普通徴収保険料の収納率

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

        99.0         99.0         99.0         99.0         99.0         99.0

法定受託事務

03すべての人に健康と福祉を

335

成果指標

保健部医療年金課

後期高齢者医療係

後期高齢者

％

           0       18,687       20,706       27,566       27,566

           0            0            0            0            0

      17,311       18,687       20,461            0            0

           0            0            0            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

　納付忘れ、口座引き落とし残高不足等での未納対策として、年金天引き可能時期から自動的に天引きと
する（口座引き落とし継続も可）

　後期高齢者医療保険料徴収員による訪問及び電話等により催告を行うことで収納率の向上を図り、現年
度普通徴収収納率では令和２年度が県内８位であったが、令和３年度は５位となった。

継続

5

4

5

4

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市が直接担うべき事業である。

市民生活への影響等を鑑みて、優先的に取組むことが必要と判断される。

　被保険者の増加に伴い高齢者の核家族化や一人暮らし世帯の割合が増え、保険料の滞納が増えつつある
ため、更なる収納率向上のための対策が必要とされる。

　訪問できる戸数を増やすための人員確保が必要である。

    21,473.0

         0.0

         0.0

         0.0

    22,028.0

         0.0

         0.0

         0.0

    22,318.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

年次更新時（８月切替え）の被保険者証発行件数

被保険者証の発行件数

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

    20,700.0

         0.0

         0.0

         0.0

    22,200.0

         0.0

         0.0

         0.0

    23,000.0

         0.0

         0.0

         0.0

    23,800.0

         0.0

         0.0

         0.0

    24,600.0

         0.0

         0.0

         0.0

    25,400.0

         0.0

         0.0

         0.0

　適切な被保険者証等の交付、被保険者からの各種申請書受付及び納入通知書発行に基づく収納事務の執
行に資するため。

活動結果指標件

　徴収員による訪問等を増やし、現年度分保険料の収納を強化した。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

被保険者が納付した後期高齢者医療保険料及び低所得者に係る保険基盤安定負担金（軽減相当額）を茨城
県後期高齢者医療広域連合へ納入する。

継続

後期高齢者医療広域連合納付金事務

一部委託

         0.30          0.30          0.20          0.20          0.30

         0.00          0.00          0.00          0.00          0.00

無 無 無 無 無

       2,035        2,040        1,367        1,367        2,050

05-020101-11 後期高齢者医療広域連合納付金事務に

 1,820,140.0  1,871,807.0  2,156,930.0          0.0          0.0          0.0

   1,820,140    1,871,807    2,157,113            0            0

毎年度

高齢者の医療の確保に関する法律

後期高齢者医療制度の適正な運営に寄与する。

　保険料負担金（被保険者から徴収した保険料の額）と保険基盤安定負担金（低所得者等に係る保険料軽減
相当額）の和

負担金納付金額

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

         0.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（義務）

03すべての人に健康と福祉を

336

活動結果指標

保健部医療年金課

後期高齢者医療係

茨城県後期高齢者医療広域連合

千円

           0    1,957,972    2,120,473    2,202,435    2,412,721

           0            0            0            0            0

     268,856      269,357      322,851            0            0

   1,551,284    1,602,450    1,834,262            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

　引き続き、県及び広域連合と連携し業務を行う。

　保険料負担金について、市と広域連合のデータを突合のうえ整合性を確認し報告、報告後に月々の負担
金として納入した。

継続

-

5

5

3

ニーズが不明である。

年度当初の計画を上回る進捗で事業を実施することができた。

市が直接担うべき事業である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

　引き続き、県及び広域連合と連携し業務を行う。

　広域連合の試算に基づき、市の予算措置を行う。

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　制度の適正な運営に寄与するため。

　前年度の課題はないため、広域連合と連携し業務を遂行した。



目標値

指標名

概要

事業分類

対象

実　績

根拠法令等

事務事業マネジメントシート

事務事業名

予算科目

事業の概要

事業の基本情報

戦略プラン

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市長公約

指標の推移

指標の
概要

１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

後期高齢者医療被保険者の資格異動（死亡等）や二重納付により保険料、延滞金又は督促手数料に過誤納
金が生じた際に、被保険者又は相続権者にその過誤納金を返還する。

継続

保険料返還事務

職員のみ

         0.90          0.90          0.60          0.60          0.90

        39.00         39.00        122.00        122.00         39.00

無 無 無 無 無

       6,201        6,216        4,397        4,397        6,246

05-030101-11 保険料返還に要する経費

       488.0        569.0        517.0          0.0          0.0          0.0

       4,000        5,007        5,434            0            0

毎年度

高齢者の医療の確保に関する法律

適正な保険料を確保する。

過年度の保険料等（保険料、延滞金、督促手数料）に過誤納金が生じた場合の返還件数

保険料返還件数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

         0.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（義務）

03すべての人に健康と福祉を

337

活動結果指標

保健部医療年金課

後期高齢者医療係

後期高齢者

件

           0        5,000        5,500        5,500        5,500

           0            0            0            0            0

       4,000        5,007        5,434            0            0

           0            0            0            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度



方向性

理由

５

指標の

指標の

指標の

指標の

概要

概要

概要

概要

）

）

）

）

（

（

（

（

４

３

方向性

実　績

実　績

実　績

実　績

指標名

指標名

指標名

指標名

目標値

目標値

目標値

目標値

２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

　過誤納金が発生した場合には、必要な調査を速やかに行い、返還手続きにつなげる。

　保険料の過誤納金5,433,700円を還付した。
　資格異動や二重納付による過誤納金について、速やかに返還手続きを実施し、適正な保険料の個人負担
を図ることができた。

継続

5

4

5

3

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市が直接担うべき事業である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

　被保険者の増加による資格異動（施設入所や死亡等）が増え、送付対象者の調査に関する事務の増加が
懸念される。

　保険料納付後、市の収納管理システムに反映されるまでに金融機関によっては約２週間を要するため、
時差が生じる。
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         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

R02年度

R03年度

R03年度

R03年度

R03年度

R04年度

R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　資格異動や二重納付等により納付された保険料に過誤納金が生じた場合に返還を行い、適正な保険料の
負担を確保するため。

　重複納付の削減に向け、納付書の再発行時、督促状の発送時には収納管理システム等による直近の納付
状況等を確認する。


